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１．法人の概要                                               

（１）基本情報、建学の精神、沿革 

  

基本情報 

  法人の名称 学校法人福原学園 
   住 所 福岡県北九州市八幡西区自由ケ丘1-1 
   創 立 年 月 昭和22年4月 

 

建学の精神 

「自律処行」 

－自らの良心に従い事に処し善を行う－ 
 

 

 

「自律処行」について 
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沿革 

1947（昭和 22 年） 4 月 財団法人福原学園創立 福原高等学院開校 

1950（昭和 25 年） 6 月 福原高等学院廃止 福原高等学校開校 
1951（昭和 26 年） 3 月 財団法人福原学園を学校法人福原学園に組織変更 

1954（昭和 29 年） 4 月 福原女学院開校 
1955（昭和 30 年）11 月 福原高等学校を八幡西高等学校に、福原女学院を 

八幡女子専門学校に改称 
1959（昭和 34 年） 9 月 八幡女子専門学校廃止 
1960（昭和 35 年） 4 月 九州女子短期大学(家政科) 開学 
1961（昭和 36 年） 4 月 八幡女子高等学校開校 
1962（昭和 37 年） 4 月 九州女子大学（家政学部）開学 

1962（昭和 37 年） 4 月 九州女子大学附属折尾幼稚園開園 
 八幡女子高等学校を九州女子大学附属高等校に改称 

1965（昭和 40 年）4 月  九州共立大学（経済学部）開学 
1970（昭和 45 年）9 月  九州女子大学附属自由ケ丘幼稚園開園 
1995（平成 7 年） 4 月   九州女子短期大学に専攻学科増設 
2002（平成 14 年）4 月   八幡西高等学校と九州女子大学附属高等学校を 

統合して自由ケ丘高等学校を開校 
2006（平成 18 年）4 月  九州共立大学にスポーツ学部スポーツ学科増設 

2010（平成 22 年）9 月  鞍手幼稚園と鞍手北幼稚園設置者変更により開園 
2011（平成 23 年）3 月  鞍手北幼稚園廃園 
2011（平成 23 年）4 月  鞍手幼稚園を九州女子大学附属鞍手幼稚園へ 
             名称変更 
2013（平成 25 年）4 月  九州女子短期大学専攻学科子ども健康学専攻開設 
2018（平成 25 年）4 月   九州共立大学に大学院スポーツ学研究科修士課程 

開設 

2019（平成 31 年）4 月  九州共立大学経済学部に地域創造学科増設 
2022（令和 4 年） 4 月  九州共立大学大学院経済・経営学研究科修課程開設 
2023（令和 5 年） 4 月  九州女子大学人間科学部人間発達学科を改組 
                        児童・幼児教育学科と心理・文化学科開設 
                        九州女子大学家政学部の人間生活学科を改組 
                        生活デザイン学科開設 

2024（令和 6 年） 4 月   九州共立大学スポーツ学部にこどもスポーツ教育 
                        学科増設 
                        九州女子大学院人間科学研究科修士課程開設 
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（２）設置する学校・学部・学科等（令和7年5月1日現在） 

   

九州共立大学／大学院 

  経済学部 経済・経営学科 

地域創造学科 

  スポーツ学部 スポーツ学科 

こどもスポーツ教育学科 

  経済・経営学研究科 経済・経営学専攻 

スポーツ学研究科 スポーツ学専攻 

  

九州女子大学／大学院 

  家政学部 
  

人間生活学科 

生活デザイン学科 

栄養学科 

   人間科学部 人間発達学科 

児童・幼児教育学科 

心理・文化学科 

  人間科学研究科 人間科学専攻 

  

九州女子短期大学 

  子ども健康学科  
  専攻科 子ども健康学専攻 

 

自由ケ丘高等学校 

  全日制課程 普通科 

 

九州女子大学附属折尾幼稚園 

 

九州女子大学附属自由ケ丘幼稚園 

   

九州女子大学附属鞍手幼稚園 
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（３）設置する学校の学部・学科等の入学定員、在籍者数 
（令和7年5月1日現在） 

 

九州共立大学／大学院 
 学部・学科名   1 年 2 年 3 年 4 年 合計 

経 済 学 部 
経済・経営学科 

入学定員 330 360 350 350 1,390 
学 生 数 352 319 388 414 1,473 

地域創造学科 
入学定員 50 50 80 80 260 
学 生 数 54 57 50 46 207 

計 
入学定員 380 410 430 430 1,650 
学 生 数 406 376 438 460 1,680 

スポーツ学部 
スポーツ学科 

入学定員 250 220 250 250 970 
学 生 数 296 282 279 270 1,127 

こどもスポーツ 
教育学科 

入学定員 50 50 ― ― 100 
学 生 数 58 39 ― ― 97 

計 
入学定員 300 270 250 250 1,070 
学 生 数 354 321 279 270 1,224 

合 計 
入学定員 680 680 680 680 2,720 
学 生 数 760 697 717 730 2,904 

      
研究科   1 年 2 年 合計 

大学院 

経済・経営学 
研究科 

入学定員 5 5 10 
学 生 数 5 6 11 

スポーツ学 
研究科 

入学定員 5 5 10 
学 生 数 3 9 12 

合 計 
入学定員 10 10 20 
学 生 数 8 15 23 

 

九州女子大学／大学院 

    学部・学科名   1 年 2 年 3 年 4 年 合計 

家 政 学 部 

人間生活学科 
入学定員 ― ― ― 40 40 
学 生 数 ― ― ― 44 44 

生活デザイン 
学科 

入学定員 60 60 60 ― 180 
学 生 数 44 43 40 ― 127 

栄養学科 
入学定員 90 90 90 90 360 
学 生 数 73 69 68 98 308 

計 
入学定員 150 150 150 130 580 
学 生 数 117 112 108 142 479 

人 間 科 学 部 

人間発達学科 
入学定員 ― ― ― 230 230 
学 生 数 ― ― 1 178 179 

児童・幼児教育 

学科 
入学定員 100 100 100 ― 300 
学 生 数 74 95 87 ― 256 

心理・文化学科 
入学定員 90 90 90 ― 270 
学 生 数 83 88 78 ― 249 

計 
入学定員 190 190 190 230 800 
学 生 数 157 183 166 178 684 

合 計 
入学定員 340 340 340 360 1,380 
学 生 数 274 295 274 320 1,163 
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研究科   1 年 2 年 合計 

大学院 人間科学研究科 
入学定員 5 5 10 
学 生 数 4 11 15 

合 計 
入学定員 5 5 10 
学 生 数 4 11 15 

 

九州女子短期大学 

学科名   1 年 2 年 合計 

子ども健康学科 子ども健康学科 
入学定員 150 150 300 
学 生 数 98 97 195 

計 
入学定員 150 150 300 
学 生 数 98 97 195 

専攻科  
子ども健康学 
専攻 

入学定員 20 20 40 
学 生 数 21 32 53 

計 
入学定員 20 20 40 
学 生 数 21 32 53 

合  計 
入学定員 170 170 340 
学 生 数 119 129 248 

 

自由ケ丘高等学校 

学科名   1 年 2 年 3 年 合計 

普通科 
特別進学コース 

入学定員 360 360 360 1080 
学 生 数 339 319 299 957 

進学コース 
入学定員 120 120 120 360 
学 生 数 145 166 131 442 

合 計 
入学定員 480 480 480 1440 
学 生 数 484 485 430 1399 

 

九州女子大学附属折尾幼稚園 

利用定員 満 3 歳 年少 年中 年⾧ 合計 
180 2 52 56 52 162 

 

九州女子大学附属自由ケ丘幼稚園 

利用定員 満 3 歳 年少 年中 年⾧ 合計 
230 3 70 70 69 212 

 

九州女子大学附属鞍手幼稚園 

利用定員 満 3 歳 年少 年中 年⾧ 合計 
90 5 11 30 25 71 
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（４）役員・評議員・会計監査人・職員の概要 

（令和8年3月31日現在） 

役員 

理事 定数9名以上10名以内 現員10名 

氏名 常勤/非常勤 現職 

福原 公子 常勤 福原学園理事⾧ 

奥田 俊博 常勤 
福原学園副理事⾧ 
九州共立大学学⾧ 
九州女子大学・九州女子短期大学学⾧ 

西田 幸生 常勤 福原学園常務理事 

田島 裕美 常勤 
九州共立大学副学⾧ 
九州女子大学副学⾧ 

船津 京太郎 常勤 九州女子大学・九州女子短期大学副学⾧ 

三宅 正起 常勤 九州女子大学家政学部⾧ 

永尾 昇 常勤 自由ケ丘高等学校校⾧ 

澤田 小百合 常勤 自由ケ丘高等学校事務⾧ 

羽田野 隆士 非常勤 北九州商工会議所専務理事 

鮎川 典明 非常勤 北九州エアターミナル株式会社代表取締役社⾧ 

 

監事 定数2名 現員2名 

氏名 常勤/非常勤 現職 

大島 秀樹 常勤 常勤監事 

吉原 洋 非常勤 弁護士 

 

■責任限定契約の内容の概要 

 当法人は、非業務執行役員（理事・監事）との間に責任限定契約を締結してい
る。責任限定が認められるのは、当該役員が職務を行うにあたり善意でかつ重大
な過失がない時に限るものとする。 
 

■役員賠償責任保険契約に関する事項 

 当法人は、すべての役員を被保険者とした、役員賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結している。被保険者の職務執行の適正性が損なわれないようにする
ための措置として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、補
填の対象外としている。当該契約の保険料は、当法人が負担する。 
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■内部統制システム 

当法人は、法令遵守と適正な法人運営を確保するため、理事会その他の重要会
議を中心とした内部統制体制を整備している。寄附行為に基づき、意思決定と業
務執行の適正性を確保している。リスク管理および情報管理に関する規程を整備
し、教職員への周知・研修を実施している。さらに、監事および内部監査室によ
る監査を通じ、内部統制の実効性を継続的に向上させている。 

 

評議員  

評議員 定数12名 現員12名 

氏名 常勤/非常勤 現職 

重枝 武司 常勤 九州共立大学副学⾧ 

萬德 紀之 常勤 九州女子大学人間科学部⾧ 

岡部 憲宗 常勤 九州共立大学事務局⾧ 

田中 邦博 常勤 九州女子大学・九州女子短期大学事務局⾧ 

執行 一彦 非常勤 
九州共立大学同窓会「自由ケ丘」会⾧ 
自由ケ丘高校同窓会「福峰会」会⾧ 

遠山 ひとみ 非常勤 
九州女子大学・九州女子短期大学 
同窓会 ｢梅香会」 会⾧ 

大和 伸郎 非常勤 福原学園協力会会⾧ 

水嶋 法子 非常勤 ＪＲ九州 折尾駅⾧ 

山本 和道 非常勤 九州共立大学名誉教授 

照屋 博行 非常勤 九州共立大学名誉教授 

高橋 昭子 非常勤 光貞幼稚園園⾧ 

和田 浩昭 非常勤 
株式会社自由ケ丘ドライビングスクール折尾 
校⾧ 

 

会計監査人 

会計監査人 定数1名 

契約法人 氏名 資格 

あゆみ監査法人 代表社員   谷口 誠幸 公認会計士 
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職員の概要 

教育職員 

九州共立大学 
学部名 教授 准教授 講師 助教 助手 合計 

経済学部 19 8 8 0 0 35 
スポーツ学部 22 3 18 0 4 47 
共通教育センター 6 1 1 0 0 8 

合 計 47 12 27 0 4 90 
注：学⾧および特別客員教員は除く 
 
九州女子大学 

学部名 教授 准教授 講師 助教 助手 合計 
家政学部 12 2 4 0 6 24 
人間科学部 14 14 4 0 0 32 
共通教育センター 0 0 0 0 0 0 

合 計 26 16 8 0 6 56 
注：学⾧および特別客員教員は除く 
 
九州女子短期大学 

学 科 名 教授 准教授 講師 助教 助手 合計 
子ども健康学科 8 5 3 0 1 17 

注：学⾧は除く 
 
自由ケ丘高等学校 

教諭 講師 合計 
68 9 77 

注：校⾧は除く 
 
九州女子大学附属幼稚園 

幼稚園名 教諭 
折尾幼稚園 11 
自由ケ丘幼稚園 14 
鞍手幼稚園 4 

合 計 29 
注：園⾧は除く 
 
事務職員 

所 属 職員 
法人部門 32 
九州共立大学 36 
九州女子大学 25 
九州女子短期大学 5 
学術情報センター 9 
自由ケ丘高等学校 8 
九州女子大学附属折尾幼稚園 1 
九州女子大学附属自由ケ丘幼稚園 1 
九州女子大学附属鞍手幼稚園 1 

合 計 118 
注：法人部門には経営企画本部および保健センターの職員を含む 
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２．事業の概要 

 
九州共立大学 

 
（１）教育 

キャリア支援・進路支援を含む教育に関すること 
 
① 教育課程の充実 

単位の実質化に向けて、全教育職員を対象とした担当科目に関するアンケ
ート調査を例年通り実施するとともに、教育職員に対し、昨年度から引き続
きアクティブラーニングを活用した授業展開の促進を求めた。成績基準の明
確化・厳格化に向けて、成績不振学生(GPA1.0未満)を対象とした個別面談を
担当教育職員が実施し、組織的な修学支援を行った。 
 履修系統図の実質的な運用に向けて、令和7年度カリキュラムツリー等を大
学ホームページに掲載するとともに、学生に提示したカリキュラムフローチ
ャートの理解度を把握するため、学生生活実態調査アンケートを実施した。 

学修成果の可視化の促進に向け、4年間の学修成果として、学位、知識、資
格、能力の分野別に可視化したディプロマサプリメントを令和7年度卒業生へ
配付した。 

 
② 免許・資格取得 

教員採用試験合格に向けた支援として、両学部ともに3年生後期から、筆記
試験対策、模擬授業・面接指導等を実施するとともに、4年生については、5
月以降、二次試験対策に特化した講座を実施した。 

さらに、小学校教員養成については、教員採用試験二次試験対策として教
育法規など教職専門の解説を実施したが、小・中・高の教員採用試験合格者
は目標値に及ばなかった。 
 経済学部の主要資格の合格に向けた支援を実施したが、最終的には成果指
標の目標値を下回る結果となった。 

スポーツ学部では、アスレティックトレーナー、トレーニング指導者の合
格に向けて3、4年生を対象とした試験対策および模擬試験の実施、加えて、
外部講師を招聘した特別授業ならびに実技試験対策を行うとともに、スポー
ツトレーナーの合格に向けて個別相談や試験対策を通した支援を行った。 

やる気支援の実施およびオフィスアワーの時間を活用した支援を組織的に
実施した。 

 
③ 退学・除籍防止、学修支援 

前期・後期ともに第3週目までの出席不良学生を担任教員に通知し、個別指
導を実施して出席率の改善に取り組んだ。経済的理由による除籍の防止策と
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して貸与奨学金の提案に努めたが、除籍率は令和6年度より0.7ポイント増の
0.9％であった。 

授業評価アンケートの授業満足度の結果は教育職員に提供し、授業改善を
依頼した。学生生活実態調査アンケートの学生満足度における「満足してい
る」の占有率は31.0％であり、目標値の35.0％に届かなかった。 

やる気支援を実施するとともに、学生の学習効果を高める観点から教育課
程内で密接に関連する科目の履修を推奨した結果、計122件､累計890コマを
実施し、受講した学生は累計5,640人であった。 

やる気支援を受講した学生(卒業生を含む)112人のうち、進路が決定した学
生は105人であり、進路決定率は93.8％で目標値97.5％に届かなかった。 

 
④ 就職支援 

就職担当職員による個別指導をはじめ、4年生の民間企業への就職を希望す
る未内定学生を対象に、10月に学内合同企業セミナーを開催したほか、学外
で開催された「合同企業説明会」「インターンシップフェア」に学生をバスで
引率し、内定率・就職率の向上に取り組んだ。 

公務員を希望する学生を対象に、K-CIPを中心とした教育課程内の取り組
みやオフィスアワー、やる気支援の時間を活用して支援を実施した結果、公
務員試験の現役合格者は行政職16人(昨年度10人)、公安職42人(昨年度41人)
となり、昨年度より行政職は大幅に増加し目標値である15人を達成したが、
公安職は目標値である55人を達成できなかった。 

キャリアデザイン科目の授業内等でインターンシップの重要性を認識させ、
インターンシップ短期への参加を促したことにより延べ108人が参加した。 

 
⑤ 研究活動の強化 

科学研究費補助金の獲得のための支援として、8月に学内説明会を開催し、
41人が科学研究費補助金を申請した結果、4人が新規採択となった。新たな競
争的資金の獲得のため、科学研究費補助金以外の外部資金に関する募集情報
を収集し、学内で情報を提供した。 

教育職員が作成した研究計画書を教育運営委員会において共有した。教育研
究活動の自己点検のため、各教育職員が、研究の実績について個人点検・評価
報告書(ティーチング・ポートフォリオ)を作成した。全国学会誌への掲載件数
については22編となり、目標値の25編は達成できなかった。 

 
⑥ 私立大学等改革総合支援事業（タイプ１）選定 

設問項目「学習歴証明のデジタル化」について､運用開始に向けて、課題の
抽出・検討を行うとともに、関連業務の調整を実施した。 

設問項目「数理・データサイエンス・AI教育に係る科目の開講」について、
データサイエンス基礎教育プログラムの開設および当該プログラムに基づく
数理・データサイエンス・AI教育認定校の認定を受けた。 
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設問項目「学生の学修の幅を広げるような教育課程の工夫」について、学生
の多様な学びを促進させるため、副専攻制度に係る手引き等を通じ、履修指
導を組織的に実施した。 

設問項目「教育リソースの活用」について、授業資料等をホームページに掲
載し、一般に向けて公開する取り組みとして｢教育リソースの公開」を行った。 

     設問項目「多様な背景を持った学生への修学支援」について、企業等からの
経済的支援を目的とした連携事業を検討したが実現には至っていない。大規模
災害により実家等が被災した学生に対して、特別措置奨学生として修学支援を
行う制度を導入した。 

 
（２）連携 

学園内外との連携に関すること 
 
① 学園内設置校・卒業生との連携 

自由ケ丘高等学校との連携による入学者数の増加については、目標より13
人足りなかった。入学前教育については､入学予定者に対し、本学の学生の実
体験等を通じ、入学前に取り組むべきこと等の目標設定を行った。 

Googleフォームを利用して12月より卒業時アンケートを実施し、回収率は
86.1％となり目標値の85.0％を達成した。電子メールを利用して卒業生アン
ケートを実施した結果、回収率が14.5％となり目標値である12.0％を達成し
た。 

大学広報誌は計画通り2回(第9号、第10号)発行した。発行した広報誌は、
卒業生､全在学生の実家､同窓会役員、西日本地区の高校、学園協力会企業等
に送付した。広報誌の送付時に得られた卒業生の情報については同窓会と共
有した。 

 
② 国際交流の充実 

4月に5人、9月に6人の外国人留学生を受け入れた。短期海外研修プログラ
ムの説明会を実施し、夏期に1人、春期に17人の本学学生が短期海外研修プロ
グラムに参加した。 

銘伝大学と2+2プログラム実施に向けて協議した。10月に台湾の金甌女子
高等学校、稲江護家高等学校、泰北国際双語学校、淡江高等学校の4校を訪問
した。金甌女子高等学校については4月に協定を締結し、残り3校は未締結で
ある。 

4月に中国の上海尚普情報コンサルティング有限会社と広州陸州懐志留学
サービス有限会社の2社と協定を締結し、9月に湖南外国語職業学院と協定を
締結した。4月に韓国外国語大学校と、3月にアメリカのタコマコミュニティ
カレッジと協定を締結した。 

12月にベトナム国家大学外国語大学に対し協定に関する打診を行った。今後
時期を見て協議を進める。 
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③私立大学等改革総合支援事業（タイプ３）選定 
自治体等のホームページを閲覧し、自治体等が提供する補助金・助成金の

募集状況を継続して調査した。新規連携事業を増やすため、今年度の連携事
業を一覧化したうえで、各事業で連携する自治体に配付することにより、自
治体等との情報を共有した。 
 宗像市の助成金に応募し、1件が採択された。芦屋町の補助金を申請し、連
携協定事業を実施した。さらに、地域連携事業の質の向上のために、事業プラ
ンの授業科目への組み込みを図り、自治体との連携事業を授業科目｢地域創造
実習Ⅲ・Ⅳ｣において実施した。 
 リカレント教育に活用可能なプログラムとして、副専攻プログラムの転用
を検討するとともに、他大学の「職業実践力育成プログラム(BP)」認定課程
を参考とし、本学における履修証明プログラム(運動部活動指導認定プログラ
ム)を検討した。 
 

（３）運営 
人事、財政・施設・設備、広報、その他(危機管理・学校評価等)に関す
ること 
 
① 職員研修(ＳＤ・ＦＤ) 

     学生ポータルサイト(UNIPA)を活用した授業評価アンケートは、WEB方式
へ変更し3年目を迎えた。アンケート集計結果については、学生ポータルサイ
ト(UNIPA)の掲示機能を活用して教育職員へ通達した。自由記述については、
教務部で精査し、改善に資する意見等を学部⾧へ報告した。 

令和6年度の個人点検・評価報告書(ティーチング・ポートフォリオ)は、全学的な
情報共有の観点から、グループセッションを通じて全職員へ配信した。 

FD研修会については、令和7年度も2回実施し、欠席者に対しては、研修会
の録画による視聴を求め、参加率を100％とした。      

     4月にSD研修(学⾧所信表明)を開催し、本学の運営に係る方針を明らかにし
た。さらに、7月に科学研究費助成事業に係る説明会、8月に財務会計研修会を
実施した。 

 
② 定員管理 

9月に事業計画アクションプラン進捗状況報告書において、10月以降の課題
を明らかにし、抽出した課題について年度末の実績報告に向けて点検を行っ
た。 

7月に科学研究費補助金の申請に向けたFD研修を、12月に学生の主体的な
学びを促す授業運営について「授業時における受講のあり方の均一化を含め
て」と題したFD研修を実施した。実施後のアンケート集計の結果、2回とも参
考になったとの肯定的な意見が多く、12月に実施した第2回FD研修会におい
ては、今後取り組みたい授業手法として、効果的な授業資料の作成を行いた
いという感想が多数見受けられた。 
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取り組み実績を評価・検証した定員管理について、経済学部、スポーツ学部
ともに成果指標の目標を上回った。事業計画アクションプランの内容を確実
に実践し、取り組み実績を評価・検証することにより、継続的な定員充足を目指
す。 

 
③ 広報活動の充実 

高校訪問については、九州各県､沖縄､山口の高校、延べ1,823校（令和6年度
2,201校）に訪問した。毎月の高校訪問スタッフ打合せ会において高校訪問の報
告、本学の学び、学生の内定情報、受験情報等の、高校教員へ提供すべき本学の
情報を共有し、高校との関係構築を図った。大学説明会については、本学、福岡、
熊本、鹿児島、大分、山口で行い、参加した高校教員へ本学の学びを提供すること
ができた。 

進学相談会については、参加者数は目標値を超える6,375人となり、高校生に
対して本学の学びの特⾧等を説明した。 

オープンキャンパスについては、高校訪問や進学相談会を主として参加促進を
行うとともに、学部ごとの学部説明会、学科の体験型模擬講議、個別相談、キャ
ンパスツアー、学食体験等を行った。 

ホームページについては、オープンキャンパスの情報や各学科の情報等を掲示
し、情報発信に努めた。 

 
④ 大学アセスメントの構築 

三つのポリシーの点検・評価の実施について、各学部において現行の三つ
のポリシーの点検・評価を実施し、教育懇談会と教育運営委員会において意
見聴取した。その後、評議会において、次年度も現行と同様の内容で運用する
ことを決定した。 

アセスメントプランに基づいた分析・検証の実施について、新入生調査に
基づいた分析、および退学者予測モデルの活用と検証・改善は完了した。一
方、授業満足度の分析については、現在進行中であり、授業評価アンケートの
結果と学生の成績を組み合わせた分析を進めている。 

アセスメントプランにおける評価指標の検証について、アセスメントプラ
ンに基づく令和6年度の取り組み実績および今後の対応を整理し、IR推進委員
会および評議会において審議したうえで決定した。 

 
⑤ 危機管理体制の構築 

本学福秀寮において危機管理体制構築の一環として、寮生を対象とした防
災訓練(避難訓練)を実施した。 

本学が加盟するUNIVAS(大学スポーツ協会)が推奨する「安全安心認証制
度」(スポーツ活動中の事故に対する補償制度)への加入に向け、キャリア支援
課が、加入要件である「安全安心マニュアル」を策定し申請した結果、令和7
年4月に認証された。 
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危機管理体制の構築に向けた取り組みとして､文部科学省発刊の「学校の危
機管理マニュアル作成の手引き」や他大学の危機管理体制を参考に、本学と
しての基本方針の作成に着手した。 

自然災害発生時等の危機管理体制については、既存の「九州共立大学防火
防災対策マニュアル」を基に、防火・防災に関するマニュアルの整備、事件・
事故発生時に向けた個別事案ごとのマニュアルの作成に着手した。 

 
 
九州女子大学・九州女子短期大学 

 
（１）教育 

キャリア支援・進路支援を含む教育に関すること 
 
① 教育課程の充実 

単位の実質化に向け、各科目のシラバスにアクティブラーニングに関する
種類・内容の記載を依頼し、学生が授業内容を理解しやすいよう授業運営の
充実を図った。「授業時間の厳守およびシラバスに基づく授業15回の実施等
について」を周知し、学生ポータルサイト（UNIPA）による出欠確認や授業回数の
確認、授業フィードバック・アンケート結果の検証を通じて授業の適切性を
確認した。 

成績評価の厳格化に向けては、シラバスに基づく授業実施状況や評価方法
の妥当性を確認し、第三者チェックを導入したほか、GPA活用による評価基準
の平準化について協議した。 

履修系統図についてはカリキュラムツリーに基づき検証を行い、理解度は
78％で目標を達成した。さらに、学修成果の可視化としてディプロマサプリ
メントを策定し、卒業時に交付した。 

 
② 免許・資格取得 

各学科において資格・免許取得および採用試験対策を中心とした支援を実
施した。生活デザイン学科では教員採用試験対策講座や模擬試験等を実施し、
13人の合格者を輩出するとともに、インテリア関連資格取得支援の充実によ
り複数資格の取得に繋がった。 

栄養学科では国家試験対策として模擬試験や特別補講、個別指導を強化し
たが、成果目標は達成できなかった。児童・幼児教育学科では教員採用試験
合格率87％を維持したが、正規採用者数は目標に届かなかった。 

心理・文化学科は各種対策講座等を実施し、合格者数は目標を達成した。
子ども健康学科および専攻科では養護教諭採用試験対策を重点的に行い、一
定の一次合格者を輩出したが最終合格者は専攻科の2人にとどまった。 
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③ 退学・除籍防止、学修支援 
退学率について、九州女子大学は目標値を達成した一方、九州女子短期大

学は令和6年度より2.7ポイント改善したものの目標値には達しなかった。令
和8年度は、指導履歴や面談記録を踏まえ、九州共立大学学習支援センターの
事例を参考にしつつ、本学の実情に即した支援体制の具体化に取り組むこと
とした。除籍率は目標値を達成しており、今後も維持に努める。 

学生満足度向上のため12月に学生生活アンケートを実施し、学生ニーズや
課題の把握を行ったが、両大学とも目標値には達しなかった。 

今後は、学生が抱える多様な悩みに対応するため、担当教育職員、キャリ
ア支援課職員、学生による三者面談体制の構築を進め、支援の強化を図るこ
ととした。 

 
④ 就職支援 

九州女子大学では「キャリアデザインⅡ・Ⅲ」「インターンシップⅠ」、九
州女子短期大学では「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」を教職協働により運営し、キ
ャリア支援課職員と学生の距離が縮まったことで、学生の実情に応じた就職
支援体制の強化に繋がった。 

12月には北九州市と連携し、市内IT企業3社を招聘した「北九州市進出IT企
業特別講座」を開催し、業界の現状や将来展望等の理解促進を図った。 

11月には九州共立大学との共同開催による業界研究セミナーに学生14人が
参加し、業界の理解を深めた。さらに、公務員志望学生4人がキャリアカウン
セラー等の指導を受け、複数自治体への就職内定を得て目標を達成した。加
えて､学生ポータルサイト（UNIPA）を活用し、公務員行政職を中心に延べ32
件の求人情報を発信し、就職活動の支援を行った。 

 
⑤ 研究活動の強化 

第1回FD・第2回SD研修会において、科学研究費助成金を採択した教育職員
2人による申請のポイントに関する講演、コンプライアンス責任者による公的
研究費の不正使用および研究不正防止についての研修を行った。 

大学の研究活動の活性化に向けて、学⾧方針に基づき特別教育研究プログ
ラムを公募し、大学3件、短大1件を採択し、教育の質ならびに教育効果を高
める研究支援を行った。 

個人研究費は、基礎研究費に加え、競争的資金への申請者、採択者および特
別教育研究プログラムの研究協力者に傾斜配分を行い、研究活動の支援を行
った。 

 
⑥ 私立大学等改革総合支援事業（タイプ１）選定 

6月および7月に、事務職員を中心とした私立大学等改革総合支援事業担当
者会議を開催し、令和7年度の設問に対する本学の取り組みと配点を確認した。
その結果、九州女子大学は79点、九州女子短期大学は63点となり、九州女子
大学が採択された。 
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教育の質向上では、学習歴証明のデジタル化について、費用対効果や他大
学事例を踏まえ、令和8年9月末からの運用開始を決定した。 

高大接続では、短期大学が入試制度において要件を満たしていないことを
確認し、新たな入試区分の検討を進めることとした。 

データ活用では、数理・データサイエンス科目の必修化や、自治体データを
活用した授業の開講により教育課程を見直した。さらに、産官学連携協定を
締結し、⾧期インターンシップの実施基盤を整備した。 

 
（２）連携 

学園内外との連携に関すること 
 
① 学園内設置校・卒業生との連携 

自由ケ丘高等学校との連携による入学者数の増加については、大学・短大
ともに目標人数に対し2人不足し、目標を達成できなかった。本学学生がファシ
リテーター等として高校生に学びを提供する取り組みも、日程調整の不備に
より実施できなかった。 

令和8年度は、大学見学会の実施や中学生向けオープンスクールへの参加を
通じて連携強化を図る予定である。 

入学前教育は九州共立大学と合同で継続して実施し、学生の実体験を通じ
て入学予定者の目標設定を支援した。 

卒業時アンケート回収率は87％で目標を達成したが、卒業生アンケートは
14％にとどまり未達成であった。さらに、｢インターンシップⅠ｣のキャリア座談
会を通じて、学生の職業観形成とキャリア意識の向上に寄与した。 

 
② 国際交流の充実 

4月に、学部1年生1人、学部編入生2人、短期留学生4人、大学院生1人の計
8人の外国人留学生を受け入れた。日本人学生の海外留学を促進するため、国
際交流・留学生支援室が主催した短期海外研修プログラムに関する説明会を
実施した。その結果、夏期に10人､春期に18人が同プログラムに参加し、日本
人学生の海外研修への参加促進に繋がった。 

さらに、日本人学生の海外留学の選択肢の拡充を目的として、アメリカの
タコマコミュニティカレッジと新規協定を締結した。加えて、8月には海外協
定校である中華女子学院の職員および学生が本学を訪問し、学生間および職
員間で懇談を行うなど交流を深め、協定校との関係強化を図った。 

 
③ 私立大学等改革総合支援事業（タイプ３）選定 

芦屋町および北九州市と連携会議を開催し、計画した事業をすべて実施し
た。芦屋町では、キャラバン隊による模擬保育、地域交流サロン4か所での公
開講座、公民館3か所での祖父母学級を実施し、北九州市では放課後児童指導
員等に向けて研修会を行った。 
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産業界との連携では、「おりちょこランド」に学生20人を派遣し、うち2人
が企業と協働して企画運営を担った。 

外部評価委員会を2回開催し、意見交換を実施した。さらに、若松潮風キャ
ベツのレシピ6品を開発し、イベントで3品を約500人に提供した。リカレント
教育は、導入に向け検討を開始した。 

 
（３）運営 

人事、財政・施設・設備、広報、その他(危機管理・学校評価等)に関す
ること 
 
① 職員研修(ＳＤ・ＦＤ) 

FD活動の強化・充実を図るため、教育・研究に関するFD研修会を実施し、
専任教育職員の参加率100％を達成した。 

第1回は科学研究費助成金申請の向上を目的に、公的研究費の不正防止に関
するコンプライアンス研修を行った。第2回は教育活動に関する内容として､
多様化する学生への対応や学修意欲の向上を目的に、アクティブラーニングを
テーマとした授業改善の事例を紹介した。具体的には、講義形式授業におけ
るアクティブラーニングの試みや、同手法に苦手意識を持つ学生への対応に
ついて共有した。 

事務職員の資質向上を目的にSD研修計画を策定し､大学運営方針、研究不
正防止、財政状況、特別教育研究プログラム成果報告など計4回の研修を実施
した。 

 
② 定員管理 

事業計画アクションプランの進捗状況を点検し、課題の把握と進捗遅延の
是正を行い、目標達成に向けた取り組みを推進した。 

研修計画については、4月にSD研修（学⾧方針）､7月にFD・SD研修（科研
費申請およびコンプライアンス）、8月にSD研修（財務状況）､12月にFD研修
（授業運営）､2月にSD研修（研究発表）を計画通り実施し、次年度に向けた
改善点を検討した。 

アセスメントプランに基づき、アンケート集計や各種指標データを収集し、
教育成果および学修成果の分析・検証を行った。さらに、第4次中期経営計画
に基づき、オープンキャンパスや高校教員向け説明会、出前授業、高校訪問等
を通じて広報活動を実施したが、入学者増加には至らず、目標を達成するこ
とはできなかった。 

 
③ 広報活動の充実 

令和5年度から継続して、高校教員との接触機会として高校訪問、大学説明
会を実施するとともに、高校生との接触機会として進学相談会、オープンキャ                                                                                                                             
ンパスを重視して実施した。高校訪問は九州・沖縄・山口に専従員等を配置し
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延べ1,823校を訪問し、熊本の専従員不在により訪問校数は減少したものの、
担当者間の情報共有により高校教員の理解度・満足度は目標80％を達成した。 

大学説明会は参加教員74人で目標を達成し、進学相談会は2,053人が参加し
本学の特徴を広く周知した。 

オープンキャンパスは満足度95％と高評価であったが参加者数は906人で
目標を達成することができず、令和8年度は日程見直しを検討する。また、大
学ホームページの充実を図り、学科情報や入試情報等の発信強化を行った。 

 
④ 大学アセスメントの構築 

三つのポリシーの点検・評価については、各学科・研究科および教育懇談会
における外部有識者の評価を踏まえ、教育運営委員会の意見聴取を経て、評
議会において令和8年度の三つのポリシーを確定した。 

シラバス作成にあたり、各授業科目の到達目標とディプロマポリシー（DP）
との整合性の確認を依頼し、教育内容の体系性の確保を図った。 

アセスメントプランに基づく分析・検証では、学生懇談会を通じて学修支
援等に関する意見交換を行うとともに、新入生調査結果をもとに学科別傾向
や入試区分とGPAの関連分析を実施し、教育・広報活動への活用を進めた。
さらに、評価指標の検証として令和6年度の取組実績を整理し、各学科・研究
科・事務局と共有しながら改善点の確認を行った。 

 
⑤ 危機管理体制の構築 

福原学園リスク管理基本規程を踏まえ、大学としての基本方針および対応
方針について検討を進めた。防火・防災体制を整備するため、自衛消防業務講
習、防火・防災管理者講習を受講し、防火・防災管理業務および自衛消防組織
の組織体制について、必要事項を定めた消防計画を見直した。 

12月に、本学の学生および職員を対象に調理室で出火したことを想定した
初期消火訓練を実施し、防火意識を高めた。 

北九州市と緊急一時避難施設としての受け入れを検討するとともに、本学の
危機管理基本方針の策定に向けて情報を収集した。さらに、学生が関わる事
件・事故に関する発生時の初動対応に関するマニュアルの策定に着手するこ
とを確認した。 
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自由ケ丘高等学校 

 
（１）教育 

キャリア支援・進路支援を含む教育に関すること 
 
① 授業内容の充実 

生徒の学習意欲向上を目的とした外部模試の前年度比較では、特に2年生に
おいて顕著な伸⾧が見られ、学校全体で60％の達成となり、目標値55％を上
回った。これは、スタディサプリ学習時間コンテストの導入により、学習習慣
の定着が進んだことが主な要因である。 

プレゼンテーション型授業、グループワーク型授業、スクールAIを活用し
た授業を導入した結果、授業に対する生徒の興味・関心の向上が見られた。
一方で、授業満足度は56％にとどまり、目標値65％には到達できなかった。
特に授業の「理解の深まり」に関する内容が課題として残った。今後は、教科
会議による指導法の共有や外部研修の活用により、授業の質のさらなる向上
を図る。 

 
② 教科指導力の強化 

教科指導力の強化を目的として実施している授業研究においては、新学習
指導要領に基づく対話型学習やICT、AIを活用した授業を展開し､「参考になっ
た」と評価した教育職員は74％と目標値60％を上回った。講義と生徒活動をあ
わせたハイブリッド型の授業展開が増えつつある。 

外部研修への参加と研修の教科内共有により入試対応力が向上し、難関国
公立大学合格者の輩出に繋がった。一方で、AI活用については教科間で差が
見られるため、今後は教科特性に応じた指導法の高度化と適切な活用の推進
を図る。 

 
③ 受験対策 

令和7年度は大学入学共通テストの難化および私立大学の一般入試の競争
激化により、全体として厳しい入試環境であった。その中でも、本校生徒は志
望水準を維持し、目標値の7人には届かなかったが、九州大学・京都大学・神
戸大学の難関国公立大学に3人の合格者を輩出するなど成果を上げた。一方で、
国公立大学合格者は61人と目標値の76人を下回ったが、昨年度の国公立大学
合格率とはほぼ差がない。 

早慶上理・GMARCH・関関同立合格者については9人と目標値の7人を上回
ったが、西南学院大学・福岡大学・APU合格者は47人となり、目標値の76人
には届かなかった。今後は中間層の得点力向上が課題となる。 

また、大学入学共通テスト対策および学力層別指導の強化により合格実績
の向上を目指す。 
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④ 探究学習の充実 
令和7年度より学校行事の前後にジェネリックスキルに関するアンケート

を実施し、生徒および教育職員におけるジェネリックスキルの理解促進に努
めた。 

学びみらいPASSにおける本校生徒のリテラシーおよびコンピテンシーの
結果を見ると、リテラシーが全国平均と比べて低く、コンピテンシーは高い
という特徴がある。コンピテンシーの高さは、部活動の加入率の高さや学校
行事に対する主体的な取り組みの結果と考えられる。一方で、リテラシーの
低さは自己分析や情報分析および課題解決の訓練が不足していることが要因
であると考えられるため、日々の活動や探究学習において主体的な活動と問
題解決のスキルを体系的に習得する取り組みを行う。 

 
⑤ 進路支援 

生徒の進路支援を目的とした生徒カルテの構築ならびに運用については、
令和8年度より校務支援システムを統一することから、令和7年度は校務支援
システムの活用力向上を図った。 

進路支援システムに過去の生徒の進路実績データを取り込むことで進路決
定プロセスに関するデータベースを作成した。さらに、進路資料室の整備等
により相談体制も強化した。総合的な保護者満足度については改善の余地が
あり、満足度の指標など検討する必要がある。今後は生徒カルテの本格運用
とデータ活用を進め、満足度向上に繋げる。 

 
（２）連携 

学園内外との連携に関すること 
 
① 学園内設置校との連携 

学園内設置大学のオープンキャンパスには、目標の110人を上回る162人が
参加した。ただし、令和6年度は学園内設置大学への進学を目指す生徒が多か
ったのに対し、令和7年度は3年生の生徒数が令和6年度より100人程度減少し、
学園内設置大学への進学を希望する人数も減少したことから三大学への入学
者数は各目標値に届かなかった。令和8年度は本校の出願状況の実態を踏まえ
たうえで高大連携の活動を行い、学園内設置大学への進学を促進する。 

高校の保護者会期間における学園内設置大学のブース設置も例年通り実施
し、加えて新たな試みとして大学卒業後の就職関連の情報等、大学に関する
資料を校内に広く設置したことで、学園内設置大学に対する生徒・保護者の
理解促進に繋がった。 

 
② 地域連携 

生徒が主体的に取り組む地域貢献活動では、折尾駅周辺清掃活動に延べ142
人の生徒が参加した。活動プログラム数も令和6年度に引き続き目標値を上回
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り、年々積極的な参加者も増え、地域貢献活動に対する取り組み意欲が向上
している。 

地域のボランティア活動への取り組みでは、本校の部活動である吹奏楽部
の介護施設における演奏会やチアダンス部の黒崎駅前を中心に行われた東京
ディズニーリゾートスペシャルパレード、北九州市民球場で行われたプロ野
球ソフトバンクホークスの公式戦「鷹の祭典」への参加などにより、参加者数
が目標の550人を大きく上回り789人となった。今後も生徒が主体的に取り組
む活動の場を増やし、安全確認・安全確保の体制による生徒支援を行う。 

 
③ 他大学との連携 

福岡県内国公立大学との連携プロジェクトの取り組みとして、学校全体の
進学実績向上を目指し、進学コースの1年生を対象に北九州市立大学への訪問
を行うなど、計画どおり2回実施した。令和8年度に向けては、より効果的な
取り組みとなるよう対象学年や訪問大学等について検討したうえで実施する。
出前講義については、学年のニーズを踏まえ適宜、福岡県内国公立大学に要
請し、令和7年度は九州大学、九州工業大学、北九州市立大学から講師を招聘し
て2年生および3年生を対象に計画どおり5回実施した。 

総合型選抜や学校推薦型選抜を受験する生徒にとって必要不可欠となって
いるオープンキャンパスは、志望理由書の内容や面接の成果にも繋がるため、
参加者は増加傾向にあり、九州大学、北九州市立大学、九州工業大学への参加者
は目標値を上回る130人となった。今後もオープンキャンパスへの参加が希望
進路の受験に効果的に活かせるように事前指導を徹底する。 

 
（３）運営 

人事、財政・施設・設備、広報、その他(危機管理・学校評価等)に関す
ること 
 
① 職員研修 

令和7年度は情報セキュリティ、スクールAI、学びみらいPASSの活用、財
務に関する研修を実施し、研修の満足度は60％となり目標値を達成した。特
に教育現場でのAIの活用に関しては、教育職員にとっても不慣れで活用方法
を模索している状況であるため、実際に活用している教育職員の事例の共有
や体験型の研修における理解促進により、それぞれの授業に合った使用法を
イメージできるように配慮した。 

校内での全体研修に際しては本校の直面している課題を分析し、効果的に
教育職員へとフィードバックが行われるように配慮している。今後も本校の
教育の質の高さを維持し、進学実績に寄与できるように現場のニーズを把握
して意義ある研修を企画する。 

 
 
 

21 



 

② 定員管理 
一般入学試験の受験者数および入学者数、ならびに特別進学コース・スーパ

ー特進クラスの入学者数ともに目標値を達成した。取組内容としては、「総合
的な探究の時間」において大学生ファシリテーターを導入し、高校生の早い
段階から大学での学びや学生生活を具体的にイメージさせたことで、生徒の
進路意識向上に繋がった。部活動への加入率も72％と目標値を上回り、ボラ
ンティア活動へ参加する生徒数も昨年度に続き増加傾向にある。この活動を
通じて自発的に助け合える精神（共助の心）を育むことを目指し、教育活動を
継続する。 

年間の進路変更者数（退学者等）についても、令和6年度に引き続き
「COCOLOアンケート」を実施することで生徒の心の変化を早期に発見し、
継続支援した結果、目標値を下回る良好な結果となった。 

 
③ 広報活動の充実 

中学校・塾へ訪問する直接的な広報活動については、令和6年度からの訪問
担当者による訪問先満足度の測定を実施することにより、担当者の意識向上
を促すことができた結果、満足度も77.4％と目標値を上回った。令和8年度よ
り施行される予定の高等学校等就学支援金新制度の影響による受験生、その
保護者、または教育機関の意識の変化を把握するための調査として意味のあ
る訪問となった。 

ホームページ、学校見学会など間接的な情報発信については、令和7年度よ
り刷新されたホームページは、新しい外部への本校の顔として効果的に機能
していた。今後はさらなる情報発信の精度向上を図る。 

学校見学会については、近年では最も高い参加者数となり、参加者の満足
度も96.8％と目標値90.0％を上回った。令和7年度は学校見学会参加者数と比
例して推薦入学試験の受験者数が昨年度より84人増加した。 

 
④ 危機管理体制の構築 

生徒のいじめやハラスメントに対する対策として、令和6年度から実施して
いるCOCOLOアンケートおよび生徒間のいじめを早期発見するため、希望す
る生徒や保護者を対象としたカウンセリングを令和7年度も実施し、生徒の心
理状況を把握するとともにその内容をフィードバックすることで適切な声か
けができた。入学からの経過を観察することで、より生徒の変化を的確に捉
えられるため、今後も支援体制の構築と意識向上に向けて継続して実施する。 

新型インフルエンザ等の感染拡大時における危機管理体制については、修
学旅行後にインフルエンザの感染者が増加したことから、令和8年度は宿泊を
伴う学校行事での感染対策について検討を行う。 

情報セキュリティに関する研修会を実施することで、情報セキュリティ強
化の重要性を職員および生徒が共有した。 
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九州女子大学附属折尾幼稚園 

 
（１）教育 

子ども・子育て支援を含む教育に関すること 
 
① 保育内容の充実 

年間を通してリトミック・体操・英語活動を計画的に実施し、特に英語教育
においては毎日10分間の継続的な取り組みを行うことで、園児の興味関心の
向上が見られた。リトミック教室で学んだことを日常の保育にも取り入れる
ことで年間を通してリズム感や豊かな感性を育んだ。運動会後より、毎日の
マラソンを日課とし、持久力や忍耐力等を育みながら、1月には陸上競技場で
マラソン大会を行った。保護者マラソンを行ったことで、園児と体験を共有
でき、親子の絆も深まった。保護者アンケートでは、満足度70％を達成し、概
ね目標に近い成果が得られた。 

学期ごとの園内会議における教育課程の見直し・改善を伴う指導計画につ
いても80％を達成し、継続的な教育の質向上が実現した。本園独自の特色を
活かした保育を実践して、年度末に見直し・改善を行い、次年度の教育課程を
作成した。 

 
② 子ども・子育て支援の充実 

子育て相談体制の充実に向け、相談しやすい環境づくりや情報発信の強化
に取り組んだ。子育てサロン「つぼみくらぶ」の設置、およびホームページに
おける情報発信等により保護者への支援の機会も拡充された。 

未就園児教室では毎月アンケートを行い、相談内容が書かれていた場合は、
その都度電話連絡をして、園⾧もしくは子育て経験のある職員が対応した。
その結果、子育て支援事業利用者の満足度は目標値60％を上回る水準で推移
し、支援体制の充実が実現した。アンケートに未就園児教室の内容に対する
保護者の要望があったため、令和8年度に取り入れるように計画した。 

 
（２）連携 

学園内外との連携に関すること 
 
① 学園内設置校との連携 

学園内設置大学との連携を推進し、ラグビー体験や行事の際のボランティ
ア、保育イベントへの参加等のプログラムを計画的に実施した。年間4回の実施
を目標としていた連携事業においては、計画通り実施することができ、園児
が多様な人々と関わる機会の充実につながった。 

学園内職員との情報共有や協議の場を設けることで、連携のあり方につい
ての理解が深まり、今後の継続的な連携体制構築への基盤作りができた。 
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② 地域連携 
令和6年度に引き続き、地域イベントへの参加を通して地域との交流を深め

た。 
年⾧児は、地域イベント「折尾まつり」へ参加しダンスを披露した。園児が達

成感を味わう機会となり、貴重な体験を基に自信を育むことができた。 
未就園児を対象とした活動である、折尾まちづくり記念館での「オリオン

ひよっこクラブ」へ継続的に参加することで、地域との交流を深めることが
できた。 

折尾駅や郵便局等を訪問し、園児が地域文化に触れる機会を充実させた。
さらに、地域の関係機関との連携体制も維持・強化され、園児の参加件数お
よび職員の参加件数ともに目標値を達成する成果となった。地域とのつなが
りを意識した保育の展開が定着し、園の社会的役割の充実につながった。 

 
③ 小学校との連携 

令和6年度の連携体制を基盤として、小学校との情報共有および交流活動を
継続して実施した。 

就学に向けた円滑な接続を目的とした連絡会において情報交換を行い、園
児一人ひとりの保育状況を踏まえた引き継ぎを行った。小学5年生が、年2回
本園において保育士体験を行うことにより交流機会が増え、職員は小学校教
諭と密に打ち合わせを行うことができた。さらに、園児の小学校への期待が
高まる姿も見られた。 

連携事業については、目標通り実施され、幼児期から小学校への円滑な接
続に向けた体制がより強化された。 

 
（３）運営 

人事、財政・施設・設備、広報、その他(危機管理・学校評価等)に関す 
ること 
 
① 職員研修 

令和6年度の研修実績を踏まえ、園内外の研修への参加および内容の共有を
継続的に実施した。各職員が課題意識を持って研修に参加し、その成果を園内
で共有することにより、保育の質が向上した。学園内３幼稚園および学外の
光貞幼稚園を加えた合同研修を実施し、スクールカウンセラーの講話、ヨガ
体験等の多様な視点から学びを深めることにより視野を広げることへ繋がっ
た。 

研修参加率や実施回数についても概ね目標を達成する成果が得られ、園全体
の資質が向上した。 

 
② 定員管理 

特色を活かした英語教育に力を入れ、年⾧児においては外部施設で英語体
験を行った。英語教育や体験活動の充実、保育の質向上に向けた取り組みを
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積極的に発信したことに加え、保護者との信頼関係が深まった。その結果、園
児募集において安定した成果を上げることができた。 

職員は、研修で得た学びを実践し他の職員へ共有しながら園全体で保育の
質向上へと繋げた。様々な角度から、本園の日常の保育の様子を発信して定
員管理に努めた。 

 
③ 広報活動の充実 

ホームページの定期的な更新およびSNSによる情報発信を計画的に実施し、
日常の保育の様子等を紹介した。 

未就園児教室の実施にあたり、活動内容や本園の様子を具体的に発信する
ことにより、参加者の安心感や期待感を高めることができた。 

未就園児教室参加者へのアンケートを実施し、満足度が高いことがわかっ
た。広報活動の充実が本園の保育に対する保護者の理解と信頼関係の構築に
つながった。令和6年度の取り組みを活かし、効果的な情報発信が継続できる
ようになった。 
 

④ 安全・衛生対策および危機管理体制の構築 
定期的な安全点検を計画通り年間12回実施し、保育室や遊具の安全確認を

徹底した。 
職員間での安全管理に対する意識においても一定の水準を維持し、日常的

な危機管理意識の向上が図られた。避難訓練は年間3回、地震訓練は1回、交
通安全教室は1回実施し、災害や事故への対応力の強化に繋がった。消防署・
警察署と連携して、避難訓練や不審者対応、交通安全教室などを実施し、令和
6年度の取り組みを基に、安全管理体制の継続と強化を図った。さらに、園バ
スにおける安全確認についてもダブルチェック体制を徹底し、事故防止に努
めた。 

 
⑤ 学校評価 

年度当初に設定した重点目標等を職員間で共有し、日々の保育実践の中で
意識的に取り組んだ。学期ごとに振り返りを行い、改善点を明確にしながら
教育活動の質向上を図った。 

自己評価を実施することで、自己の課題を明確にした。学校関係者評価委
員会を開催し、第三者の視点を取り入れた評価を行った。職員は、フィード
バックによって自省が促され、他の職員とも情報交換することにより協力関
係も構築された。職員間で令和8年度に向けた具体的な教育課程の改善点を共
有することができ、全体的な保育環境をより良いものにするための機会とな
った。 
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九州女子大学附属自由ケ丘幼稚園 

 
（１）教育 

子ども・子育て支援を含む教育に関すること 
 
① 保育内容の充実 

特色を活かした保育の質の向上に向け、学園設置大学と連携した年中・年
⾧組の体操教室、満３歳児・年少組のリトミック教室・英語教室を定期的に実
施するとともに、ICT教育を全学年に拡充した。ICT活用においては、アプリ
に依存しない実践を取り入れることにより、年少組・年中組では従来にない
保育内容を体感する機会となり、年⾧組では年間を通して今後のモデルとな
る成果につながった。 

教育課程については、年間指導計画に基づき月案・週日案を作成し、学年会
議および学期末評価を通して継続的な見直しを実施した。その結果、保護者
満足度97％、指導計画達成率90％となり、いずれも目標を上回った。 

職員研修においても、課題に応じた研修の受講と園内での共有を進め、合
同研修や特別支援に関する園内研修を通して教育職員の資質向上を図った。 

 
② 子ども・子育て支援の充実 

子ども・子育て支援の充実に向け、4月より未就園児教室を実施し、子育て
相談を含め参加保護者に保育の場を提供するとともに、同年代の子どもを持
つ保護者同士の交流の機会を設け、計画的な保育を通してプレ幼稚園を体験
してもらった。 

在園児保護者に対しても随時子育て相談に応じる体制を整え、特に要支援
児の保護者には丁寧かつ継続的に関わり、大学の専門教育職員より専門的助
言を受けながら今後の保育を検討した。 

広報については、未就園児教室で配付する資料、ホームページ、園だよりを
通して継続的に周知し､相談しやすい環境づくりを推進した。これらの取り組
みにより、園内外における子育て支援体制の充実と相談機会の拡充を図った。 

 
（２）連携 

学園内外との連携に関すること 
 
① 学園内設置校との連携 

学園内設置校との連携については、体操教室・リトミック教室を毎週実施
するとともに、九州女子短期大学の学生を日常保育にスタッフとして受け入
れた。生活デザイン科や言語分野を専門とする職員と連携し、学生の成果発
表や模擬保育を行った。 
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さらに、オープンキャンパスへの参加、学園祭でのマーチング披露、九州共立
大学の学生とのラグビー体験、自由ケ丘高等学校の生徒とのビオトープを通
じた交流、九州女子短期大学「にじいろサークル」と未就園児教室との連携など、
多様な活動を展開した。加えて、要支援児に関する継続的なコラボ研究や園
内研修を通して、保育の専門性向上と連携体制の強化を図った。 

 
② 地域連携 

地域との連携については、6月に地域の田んぼで田植え体験を実施し、その
後も稲の生⾧を継続的に観察し、9月には稲刈りを行うなど、一連の体験を通し
て園児の主体的な学びを深めた。その他に、折尾駅や東田イオンでの七夕行
事、JR折尾駅主催の親子列車の旅、黒崎宿場まつりへの灯籠製作・出展など、
地域行事へ積極的に参加した。 

さらに、未就園児教室では地域図書館職員による読み聞かせを継続的に実
施し、折尾まちづくり記念館の「オリオンひよっこクラブ」へ職員を派遣して
地域の未就園児へ保育支援を行った。加えて、情報番組「アサデス」への出演
を通して地域との連携強化を図った。 

 
③ 小学校との連携 

幼稚園と小学校の連携については、5月に教育職員間で年間交流計画を協議
し、6月にはひびきの小学校を訪問して交流を実施した。自己紹介や歌のプレ
ゼントを通して園児と小学生が相互理解を深め、小学校への円滑な接続に向
けた基盤づくりを行った。10月には小学校の運動会の練習を見学し、就学後
の生活への関心を高める機会とした。 

さらに、2月には小学生が制作した木の実のおもちゃやゲームを通して交流
を深めた。加えて、卒園児の小学校での様子をもとに小学校教育職員と意見
交換を行い、入学予定である園児一人ひとりの具体的な対応について引き継
ぎを行った。 

これらにより、幼稚園と小学校による教育的連携の具体化と就学に向けた
安心感の醸成を進めた。 

 
（３）運営 

人事、財政・施設・設備、広報、その他(危機管理・学校評価等)に関す 
ること 
 
① 職員研修 

教育職員の資質向上については、各自の課題に応じた園外研修への参加を
推進するとともに、研修後には園内報告会を実施し、学びの共有を図った。年
度当初には補助教員を対象としたチーム保育研修を実施し､満3歳児クラスの
保育の質の向上に努めた。専任職員にはAEDの取扱いを含む危機管理研修を
行い、園全体での安全意識の向上につなげた。 
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夏季休暇中には学園内3幼稚園に光貞幼稚園を加えた合同研修を実施し、人
権や安全に関する講話、ヨガ体験等を通して相互の学びと交流を深めた。 

これらにより、教育職員の専門性向上と園全体における保育の質の向上を
図った。 

 
② 定員管理 

本園の定員管理の充実に向けては、学園内設置大学と連携したリトミック
教室や体操教室、ICT保育を計画的に実施し、本園の特色ある保育内容の充実
を図った。また、職員研修を通して教育職員の専門性向上に努め、保育の質の
向上につなげた。 

さらに、ホームページの定期更新、インスタグラムによる情報発信、「わくわ
く便り」の配付を通して園の魅力や教育内容を継続的に発信し、保護者への
理解促進を図った。 

これらの取り組みにより、本園の特色の周知と信頼性の向上を進め、園児募
集の促進と安定した定員確保につなげた。 

 
③ 広報活動の充実 

広報活動の充実については、ホームページを毎月1～2回更新し、写真の選定
を工夫することにより、園児の魅力的な姿の発信に努めた。インスタグラムを
活用し、日常の保育の様子を継続的に発信した。年⾧組のお泊まり保育にお
いては、YouTubeを活用して活動の様子を紹介し、楽しさや成⾧の姿が伝わ
るよう工夫した。 

さらに、未就園児教室では毎月のおたよりを通して園児の姿や保育内容を
知らせ、本園の魅力を継続的に発信した。 

これらの取り組みにより、保護者には本園の保育への理解と信頼の醸成を
図るとともに、園の魅力を広く発信する体制の充実を図った。 

 
④ 安全・衛生対策および危機管理体制の構築 

安全管理の充実については、年度当初および学期末に園庭遊具や危険箇所
の点検を実施するとともに、日常の清掃時における目視確認や園内会議での
情報共有を通して、安全管理体制の徹底を図った。避難訓練、防犯訓練、交通
安全教室を実施し、園児の安全意識の向上につなげた。 

職員に対しては、役割分担の確認に加え、外部講師によるAEDを含む研修
を行い、防災・安全意識の向上を図った。 

さらに、園児の送迎においては、添乗職員と運転員による複数確認および
機器を活用した確認を徹底し、乗降時の安全確保に努めた。 

これらの取り組みにより、安全で安心できる保育環境の維持と危機管理体
制の強化を図った。 
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⑤ 学校評価 
自己評価については、1月に職員全体で実施し、本園の教育活動や運営状況

を多面的に振り返ることで課題を抽出し、令和8年度の教育課程改善に向けた
基礎資料とした。 

保護者アンケートを実施し、保護者の視点による課題把握にも努めた。学
校関係者評価については、2月に実施し、外部及び保護者からの客観的な意見
を踏まえて本園の課題を整理し、令和8年度に向けた改善の方向性を明確にし
た。 

これらの取り組みにより、園全体としての評価・改善サイクルの確立と、
教育活動の質の向上に向けた基盤づくりを図った。 

 
 
九州女子大学附属鞍手幼稚園 

 
（１）教育 

子ども・子育て支援を含む教育に関すること 
 
① 保育内容の充実 

自然環境を十分に取り入れた体験型の保育活動は、保護者と一体となるこ
とによりさらに充実させることができた。家庭において「子どもとよく遊ぶ」
「身近な自然の事象に興味関心を持つ」など養育態度に変化をもたらしたこ
とが、保護者へのアンケート結果から明らかになった。戸外遊びの充実につ
いては、園庭とグラウンドを活用することによりスケーターやボール遊びな
ど多様な活動を展開できた。発達援助に沿った運動遊びの実践については、
学年ごとに科学的エビデンスを基に「計画・実践・振り返り」を図り内容を
吟味し、月1回計画通りに実施できた。 

これらの保育内容の充実は、令和7年度の「幼児の運動能力の測定結果」の
上昇に大きく繋がっていることが確信できる。令和8年度に向けて新入園児お
よび在園児の状態、クラス編成などを考慮し、「子ども一人ひとりを育む」
に向け個人保育計画を中心に教育課程を作成する。 

 
② 子ども・子育て支援の充実 

地域に根差した子育て支援を展開するため、子育て支援センターを設置し
て内容の充実を図り、毎月1回定期的に未就園児教室(ぐんぐんクラブ)と乳児教
室(ベビービクス)を実施した。さらに育児相談(ママカフェ)は電話予約に応じ
て随時行った。ホームページへの掲載、および毎月発行する園だより、パンフ
レットの配布により広報した。 

ぐんぐんクラブでは幼稚園の室内外を中心に近隣の公園にも出かけ、様々
な遊びの実践や園バス乗車体験などを行った。ベビービクスはフリースペー
スを園内に設け、常時使用できるようにした。 
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いずれも参加人数は多くないが、教室参加者の保護者に向けたアンケート
結果から高い満足度を確認できた。 

 
（２）連携 

学園内外との連携に関すること 
 
① 学園内設置校との連携 

学園内設置大学からの実習生を全て受け入れた。年間を通して九州女子短
期大学子ども健康学科のボランティア学生2名、九州共立大学正課授業「スポ
ーツワークショップ」の学生16名を受け入れた。 

園行事（夏祭り､運動会、生活発表会、節分行事）へボランティアとして受け
入れるとともに、授業の一環である学生による「音楽劇の発表」を受け入れ
た。子ども達は学生を「お兄さんお姉さん先生」と呼び、友だちのように心を
開いて接し、先生とは異なる関係性を楽しんでいた。 

専門性を活かした教育内容の推進を図るにあたり、連携校の教育職員に体
育、音楽、心理分野において幼稚園現場で臨床指導を受けた。 

体育では「幼児の運動能力の測定」を実施し､音楽では「音楽表現」の指導
（歌唱指導､バイオリン、マリンバ、トロンボン演奏観賞）を受けた。心理に
ついては教育職員への臨床心理相談を行った。「子どもだからこそ本物を」の
意図に沿った充実した連携であった。 

 
② 地域連携 

地域社会の文化に触れ、園児の豊かな情操教育の構築に寄与するため次の
連携を図った。施設訪問（高齢者施設、派出所、消防署等）や行事（文化祭作
品出典）参加、農業委員との田植え稲刈りの実施、地域文化保存会（高取焼保
存会）との創作活動抹茶茶碗制作と茶器を使っての「おひなさま茶会」などを
実施した。 

     また新設された鞍手町役場を訪問して町⾧と交流するとともに、図書館、鞍
手町歴史博物館を訪問した。 

 
③ 小学校との連携 

就学に向けた円滑な接続を推進するため、園児と児童が自然体験を共有す
るふれあいの場として田植えと稲刈りを予定していたが、天候不順によりす
べて中止となった。これまで連携による成果が認められていたため、令和8年
度はさらに綿密に計画し、小学校と連携して実施する。 

年⾧児の担任は園児が進学予定である小学校の教育職員と保幼少連絡会議
を持ち、園児一人ひとりの発達について詳細な申し送りを実施した。また令
和6年度の年⾧児の担任は卒園児が進学した小学校において授業を参観し、子
どもの発達について学び、知見を広げた。 
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（３）運営 
人事、財政・施設・設備、広報、その他(危機管理・学校評価等)に関す 
ること 
 
① 職員研修 

教育職員各自の立場に応じて必要な知識やスキルを向上させるため、個人の
課題や幼稚園全体が取り組むべきテーマにあった研修に参加した。 

全体研修は私立幼稚園連合会主催による「夏季研修会」「オンデマンドによ
る研修会」と学園内合同研修である。 

個人研修は「マーティング研修」「乳幼児教育学会シンポジウム」「科学者
と考える日本の子育ての未来シンポジウム」「園⾧研修九州大会」等である。 

園内研修は年に2回「春期―今年度の教育保育目標その他」「夏季―お預か
り保育の内容と動向」について実施するとともに、さらに園内保育参観によ
る研修を各学年2回（計8回）実施し、教育職員の保育教育力の向上に努めた。 

特別研修として、連携校より心理専門職を迎えて「特に支援を要する子ど
もへの臨床研修」を実施した。 

 
② 定員管理 

九州女子大学附属鞍手幼稚園の特色を活かした「豊かな自然環境を十分取
り入れた保育内容」、「保護者と一体となった園の創造」を中心に据えて、幼
稚園教育の質の向上を図った。そのために教育職員は個人の課題解決に繋が
る研修を計画的に積み重ねるとともに、その学びや経験を幼稚園全体で共有
できるようプレゼンテーションを実施し、保育の質の向上を図った。 

教育職員が学んだ情報を園だよりや保育参観等において保護者へ伝えるこ
とにより、本園の保育に対する保護者の理解と信頼を得られるよう努めた。 

 
③ 広報活動の充実 

ホームページやSNS、インスタグラムなどを用いて本園の情報を分かりや
すく積極的に発信を行った。情報発信前には保護者へ情報公開の同意をアン
ケートにより確認した。ホームページ、SNSに関する保護者や地域住民からの
感想や意見に迅速に対応できるよう努めた。 

未就園児教室の広報は上記述以外にポスターを作成して、銀行や郵便局な
どに掲示した。 

教室参加者の保護者に向けてアンケートを実施した結果、ほぼ全員が満足
しており令和７年度の取り組みの方向が明らかになった。 

 
④ 安全・衛生対策および危機管理体制の構築 

近年の猛暑による遊び環境の悪化に鑑み、6月下旬から9月初旬は、教育職員
が熱中アラーム計を用いて遊具等の表面温度を測定した。 
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避難訓練は火災と地震を想定して実施しするとともに、不審者侵入等の緊
急時における対応措置について確認した。直方管内の警察署職員と地域住民
の協力による交通安全教室を実施した。 

バスの乗降確認は、運転員と添乗職員の2人体制で行い、危機管理マニュア
ルを随時見直すとともに、乗せ忘れ、降ろし忘れがないよう教育職員間でバ
ス乗降業務に係る手順の周知を徹底した。 

園児に手洗い・うがいを習慣的に行うよう指導するとともに、来園者に対
し手指消毒等の感染症予防対策への協力を求め、衛生的な保育環境の維持に
努めた。 

 
⑤ 学校評価 

2月に学校関係者評価委員会を実施し、鞍手幼稚園教育目標および運営状況
等の確認、園内視察、意見交換の後に文書による評価を受けた。令和7年度は
改善指摘事項は無く、全ての評価委員から高評価を得た。 

この結果に安堵することなく子ども一人ひとりの発達の保障に向けて、教
育職員間で細部に至るまで見直しを図った。 

 
 
法人全体（法人事務局） 

 
（３）運営 

人事、財政・施設・設備、広報、危機管理、その他に関すること 
 
① 教育組織の改編 

令和７年度大学・高専機能強化支援事業に「九州共立大学農学系学部設置
計画」が採択されたが、本学園の財務的な観点および学園内設置大学の近年
の募集状況等を考慮した結果、本計画を実現することが困難であると判断し
たことから、本計画を廃止した。 

令和８年度より九州共立大学スポーツ学部に開設する特別支援教育教員養
成課程について、北九州市教育委員会と連携した教員養成に取り組むため、
北九州市教育委員会特別支援教育課との協議を行った。令和８年度は、北九
州市をはじめとした自治体の事例紹介を行う科目である「北九州市の教育課
題」に、北九州市内で特別支援教育に携わる教員等が登壇することとしてい
る。 

 
② 事務組織の改編 

事務組織の維持向上を図るため、階層別研修としてミドルマネジメント層
を対象とした研修を実施し、他部署の職員との連携を図った。今後は、事務
組織の改編に向けて、業務の平準化を推進し、再検討することとした。 
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  事務職員の新卒採用について、学園内設置大学および他大学の新卒者2人を
内定した。また、事務職員の年齢構成の均衡を図るべく中途採用の選考を行
い、年度途中に6人を採用し、令和8年4月1日付採用予定として5人を内定した。
選考にあたっては、総合適性検査の実施に加え、一般常識試験、小論文試験を
課し、一次・二次面接を実施することにより優秀な人材を確保した。 

  能力を重視した人事および事務組織の活性化について、4月に定期異動人事、
6月に昇格人事を実施した。 

 
③ 人事制度の改革・充実 

採用、昇任・昇格に係る制度については、現行の基準に基づき、採用および
昇格を実施した。今後は、現行基準の課題点を抽出し、他大学等の情報を収
集したうえで再検討することとした。 

  再雇用・定年制度については、再雇用における非専任化の実質的な運用を行
った。今後は、他大学および民間企業等の情報を収集したうえで必要に応じ
て再検討することとした。 

  退職者等の後任補充について、必要最小限の教育職員の配置となるよう検
討したうえで、補充人事を進めた。また、大学におけるカリキュラム改編に向
けた教育職員の配置を検討した。今後も必要最小限の教育職員の配置となる
よう検討し、補充人事等を継続的に進める。 

 
④ 職員研修 

本学園の職員に必要な知識および技能を習得させるため、文部科学省、私
学経営研究会または私立大学協会等が主催する実務研修に関係する事務職員
が参加した。不正アクセスやランサムウェア攻撃等、情報に係る被害が増加
傾向にあることから、職員の適切な情報管理とセキュリティ意識の向上を図
るための研修会を実施した。 

さらに、評価者の資質向上と公平な人事評価の実現を目的とした評価者研
修を実施するとともに、学園内設置校ごとに財務会計研修会を開催し、全教
職員の能力および資質の向上を図った。 

 
⑤ 財政管理 

収支計画の進捗状況について適宜確認を行った。令和8年度の収支計画は、
支出超過を見込んでいるため、経費予算の枠配分については、令和6年度枠より
５％カットという定量目標を立て、経費の要否を精査し、支出縮減に努める
予算編成方針を通達し編成を行った。 

「外部資金獲得に向けての検討部会」が設置され、「福原学園寄付募集検
討打ち合わせ会」を行った。募集検討の協議を進めるために、現状把握や他
校の事例収集を実施した。10月に1回、１月に2回の募集検討打ち合わせ会を
実施し、運用に際しての課題を共有し､今後は各設置校の業務として進めるこ
ととし、募集検討部会を終了した。 
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⑥ 施設・設備の充実 
九州共立大学スポーツA館、B館に設置している保守部品の製造が終了した

旧型の空調機をエネルギー効率の良い機器へ更新する工事に着手し、8月にス
ポーツB館の空調設備の工事が、また1月にスポーツA館の空調設備の工事が
完了した。 

年平均気温が平年よりかなり高く、熱中症対策として屋内でも冷房利用が
欠かせない期間が⾧くなり、結果、冷房需要の増加による電力需要が増大し
た。 

 
⑦ 危機管理体制の構築 

危機管理体制の整備・構築に向けて、自衛消防組織の見直しを行った。ま
た、事前・事後の危機管理体制の構築に向けて、他大学等の危機管理に関す
る情報収集を行った。あわせて、防災備蓄品の検討を行い、大規模な地震、自
然災害等が発生してからおおむね3日間の初動期間を対象とした食料を購入
した。 
 3月に法人事務局における防災訓練（シェイクアウト訓練）を実施し、職員の安
全を確保する行動を確認した。 

情報セキュリティ危機管理体制については、職員向け啓発活動を10回、研
修を2回、学生向け啓発活動を2回行った。また、情報セキュリティ対策推進
委員会を2回開催し、情報インシデント時の体制の確認、情報セキュリティ対
策基準の策定、情報セキュリティ実施手順の作成を行った。 
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固定資産

流動資産

資産の部合計

固定負債

流動負債

負債の部合計

基本金

繰越収支差額

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

〔単位:％ (※のみ:年) 〕

比率名 評価 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

0.9 1.1 1.3 1.4 1.2

(2.0) (2.0) (2.0) (2.0)

266.7 319.4 342.2 394.3 336.9

(262.9) (263.2) (267.1) (265.6)

16.7 16.0 15.0 13.6 13.4

(12.0) (11.7) (11.8) (11.6)

515.1 635.4 730.6 741.9 846.4

(373.5) (372.0) (390.9) (377.0)

97.2 97.9 97.2 97.5 97.3

(97.3) (97.2) (97.5) (97.6)

43.6 46.7 49.1 49.0 46.8

(78.4) (78.2) (75.9) (74.9)

　　(注１)　各年度の下段 (　) 内の数値は、医科、歯科系法人を除く全国大学法人の平均を示している。

　　(注２)　評価の欄の矢印は、一般的に↑は高い値が良い、↓は低い値が良いことを示している。

（１）決算の概要
　①  貸借対照表関係
　　ア) 貸借対照表の状況と経年比較

３.　財務の概要

　　イ) 財務比率の経年比較

2025年度2024年度2023年度2022年度

42,212,538

36,540,163

△17,032,954

53,573,117

5,672,375

1,828,308

3,844,067

42,212,538

6,159,333

36,053,205

42,320,103

36,548,998

△16,176,667

52,725,665

5,771,105

1,540,647

4,230,458

42,320,103

6,074,583

36,245,520

42,604,217

36,206,143

△15,710,655

51,916,798

6,398,074

1,675,128

4,722,946

42,604,217

5,732,664

36,871,553

5,197,707

42,702,232

5,214,156

37,488,076

42,702,232

35,872,193

△16,090,827

51,963,020

6,830,039

1,632,332

算出方法

↓

↑

↑積立率

↑基本金比率

前受金保有率

総負債比率

↑流動比率

↑運用資産余裕比率(※)　

現　金　預　金

前　受　金

運 用 資 産 － 外 部 負 債

経　常　支　出

流　動　資　産

流　動　負　債

総　負　債

総　資　産

（単位　千円）

基　本　金

基 本 金 要 組 入 額

運　用　資　産

要　積　立　額

2021年度

42,451,413

35,383,043

△16,246,679

51,629,722

7,068,370

1,630,986

5,437,384

42,451,413

4,349,148

38,102,265
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（参考）

7,610,401

7,162,809

7,496,760

△17,032,954

13,781

0

13,781

535

164,215

12,503

0

△16,176,667

△847,452

△856,287

△8,835

翌年度繰越収支差額

基本金取崩額

事業活動支出計

事業活動収入計

8,128,500

8,119,665

155,154

　②  事業活動収支計算書関係
  ア) 事業活動収支計算書の状況と経年比較

76,145

194,841

178,560

16,281

12,503

0

前年度繰越収支差額

当年度収支差額

基本金組入額合計

基本金組入前当年度収支差額

科 目

　特別支出計

　その他の特別支出

　資産処分差額

　その他の特別収入

　特別収入計

　資産売却差額

経常収支差額

教育活動外収支差額

　教育活動外支出計

　その他の教育活動外支出

　寄付金

　手数料

教
育
活
動
収
支

事業活動収入の部

事業活動支出の部

教育活動収支差額

　教育活動支出計

　徴収不能額等

　管理経費

　教育研究経費

　人件費

　教育活動収入計

　雑収入

　付随事業収入

　経常費等補助金

教
育
活
動
外
収
支

事業活動収入の部

事業活動支出の部

特
別
収
支

　借入金等利息

　教育活動外収入計

　その他の教育活動外収入

　受取利息・配当金

特別収支差額

　学生生徒等納付金

事業活動収入の部

事業活動支出の部

270,986

270,771

215

188,858

118,788

70,070

102,368

21,834

80,534

△84,980

44,475

303,088

△9,238

15,060

0

15,060

△129,455

7,921,156

312,326

7,076,244

56,978

342,855

178,640

10,218

0

10,218

△16,176,667

0

△15,710,655

△466,012

△808,867

333,951

30,863

71,505

0

71,505

△15,710,655

188,454

△16,090,828

191,719

△142,232

7,267,546

3,192,279

3,448,455

5,822

0

5,822

85,409

0

613,583

3,190,762

3,271,899

7,791,701

1,046

610,143

3,884,934

3,425,033

0

56,978

14,316

0

14,316

163,680

7,243,547

0

602,813

2025年度2024年度2023年度

（単位　千円）

2022年度

5,207,065

156,603

144,580

7,388,570 7,407,227

133,693

151,679

1,637,852

68,909

86,279

5,328,815

1,584,207

12,425

90,895

5,399,860

161,669

171,764

2,153,493

12,301

2021年度

7,289,711

7,778,860

7,048,594

7,383,500

△16,090,828

0

△16,246,679

155,851

△333,298

489,149

122,857

43,451

0

43,451

△16,246,679

△10,319

78,786

0

78,786

166,30868,467

412,510

△16,814,343

△179,752

334,906

345,225

△10,852

17,618

0

17,618

68,304

98,004

35,245

33,222

366,292

6,242

0

6,242

6,766

0

6,766

△10,097

16,339

0

16,339

7,606,3107,308,267

160,530

179,473

1,521,988

3,206,279

356,077

6,952,190

0

672,398

3,024,673

3,255,119

376,389

7,229,921

407

714,202

3,309,033

14,574

89,524

5,640,222

212,138

168,646

1,432,104

8,592

92,464

5,394,323
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（単位　％）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

44.5 42.1 44.2 46.5 43.6

(51.3) (50.9) (50.9) (50.9)

41.3 43.5 43.2 43.0 49.5

(34.3) (36.1) (36.6) (37.3)

9.2 9.4 8.3 8.1 7.8

(8.3) (8.5) (8.7) (8.9)

4.5 6.3 4.5 4.5 △0.1

(6.4) (4.6) (4.2) (3.3)

73.7 74.1 73.0 71.8 66.3

(73.6) (73.5) (72.9) (72.0)

4.7 4.8 4.1 2.2 △1.1

(5.9) (4.2) (3.5) (2.7)

　　イ) 財務比率の経年比較

比率名

人件費比率

経常収支差額比率

学生生徒等納付金比率

事業活動収支差額比率

管理経費比率

教育研究経費比率

経 常 収 支 差 額

経　常　収　入

基本金組入前当年度収支差額

事 業 活 動 収 入

学 生 生 徒 等 納 付 金

経  常  収  入

教　育　研　究　経　費

経  常  収  入

管　理　経　費

経  常  収  入

算出方法

人　件　費

経  常  収  入
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収入の部 2021年度

学生生徒等納付金収入 5,394,323

手数料収入 92,463

寄付金収入 9,648

補助金収入 1,458,675

資産売却収入 47,143

付随事業・収益事業収入 168,646

受取利息・配当金収入 6,766

雑収入 212,123

借入金等収入 0

前受金収入 805,489

その他の収入 473,409

資金収入調整勘定 △1,009,577

前年度繰越支払資金 3,613,091

収入の部合計 11,272,199

支出の部 2021年度

人件費支出 3,415,309

教育研究経費支出 1,793,120

管理経費支出 568,482

借入金等利息支出 17,618

借入金等返済支出 255,760

施設関係支出 556,286

設備関係支出 162,754

資産運用支出 47,023

その他の支出 733,961

資金支出調整勘定 △428,424

翌年度繰越支払資金 4,150,310

支出の部合計 11,272,199

（単位　千円）

399,913

△656,429

5,764,659

13,880,803

555,015

533,172

△294,330

5,864,804

13,877,922

504,194 512,689

13,782

255,760

640,648

12,503

255,760

698,387

293,266

518,562

15,060

255,760

307,078

167,253 201,135 563,331

100,116

406,905

△444,675

5,032,386

12,223,106

612,854

16,339

255,760

443,956

137,844

400,019

12,582,312

402,938

△525,640

5,621,535

4,150,310 5,032,386 5,621,535 5,864,804

12,223,106 12,582,312 13,877,922 13,880,803

1,980,426

2022年度

3,240,449

2,121,269

2024年度 2025年度

3,597,855 3,627,898

2,005,887 2,601,976

2023年度

3,546,074

186,989 170,357 445,699 404,456

△964,088 △881,130 △961,249 △1,144,468

0 0 0 0

791,920 769,196 790,020 662,296

6,242 5,822 14,316 56,978

160,530 144,371 133,693 164,754

400,189 94,156 459,000 250

179,473 156,603 151,679 171,764

1,571,788 1,591,744 1,741,407 2,394,555

5,640,222 5,399,860 5,328,815 5,207,065

89,524 90,895 86,279 85,409

　③  資金収支計算書関係
  ア) 資金収支計算書の状況と経年比較

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

（単位　千円）

10,007 8,052 66,728 12,940
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2025年度

7,787,840

6,742,563

1,045,277

△1,221

1,044,056

245,812

1,261,717

△1,015,905

△4,857

△1,020,762

23,294

271,855

370,221

△98,366

△25,073

△123,439

△100,145

5,864,804

5,764,659

（単位　％）

教育活動資金収支差額比率

算出方法

教育活動資金収支差額

教育活動資金収入計

　　イ) 活動区分資金収支計算書の状況と経年比較

　　ウ) 財務比率の経年比較

4,150,310 5,032,386 5,621,535

4,150,310 5,032,386 5,621,535 5,864,804翌年度繰越支払資金

前年度繰越支払資金

△714,008 △554,422 △532,691

537,219 882,076 589,149 243,269支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

その他の活動資金収支差額

1,596,084 1,143,571 775,960

その他の活動による資金収支

389,051 10,736 18,814 371,094

321,154 721,496 579,092 900,026

67,897 △710,760 △560,278 △528,932

595 △3,248 5,856 △3,759

68,492

1,392,199 1,248,951

施設整備等活動による資金収支

75,813 449,989 100,792 562,556

719,040 581,800 474,331 841,783

△643,227 △131,811 △373,539 △279,227

△181,835 28,910 124,911 △193,764

△825,062 △102,901 △248,628 △472,991

2022年度 2023年度 2024年度

（単位　千円）

教育活動による資金収支

7,307,208 7,601,743 7,383,989 7,405,045

5,776,912 5,974,572 6,045,062 6,107,936

1,530,296 1,627,171 1,338,927 1,297,109

△236,507 71,814 53,272 △48,158

教育活動資金収支差額 1,698,985

2023年度 2024年度 2025年度

17.7 22.3 18.9 16.9 13.4

(15.6) (13.4) (12.7) (11.4)

調整勘定等

差引

教育活動資金支出計

教育活動資金収入計

科 目

比率名 2021年度 2022年度

差引

その他の活動資金支出計

その他の活動資金収入計

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

施設整備等活動資金収支差額

調整勘定等

差引

施設整備等活動資金支出計

施設整備等活動資金収入計

1,293,789

調整勘定等

3,613,091

2021年度

468,727
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（２）その他 

 ①資産運用の状況 

有価証券の状況 

 

1)総括表                      （単位 千円） 

 

        

当年度(2026 年 3 月 31 日) 

貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 0 0 0 

(うち満期保有目的の債券) (0) (0) (0) 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 400,000 367,500 △32,500 

(うち満期保有目的の債券) (400,000) (367,500) (△32,500) 

合    計 400,000 367,500 △32,500 

(うち満期保有目的の債券) (400,000) (367,500) (△32,500) 

時価のない有価証券 5,050  

有価証券合計 405,050 

2)明細表                         （単位 千円） 

種     類 
当年度(2026 年 3 月 31 日) 

貸借対照表計上額 時価 差額 

債     権 400,000 367,500 △32,500 

株     式 0 0 0 

投 資 信 託 0 0 0 

そ  の  他 0 0 0 

合    計 400,000 367,500 △32,500 

   時価のない有価証券 5,050 
 

      有価証券合計 405,050 

 

②借入金の状況                           （単位 千円） 

借 入 先 期首残高 
当期 

増加額 

当期 

減少額 
期末残高 返済期限 摘要 

長期 
借入 

公的金融機関 
2,296,010 0 ※255,760 2,040,250 2035 年 

3 月 15 日 
使途:施設費 

担保:土地·建物 

計 2,296,010 0 ※255,760 2,040,250   

短期 
借入 

返済期限が１年以内の 
長期借入金 

255,760 ※255,760 255,760    

計 255,760 ※255,760 255,760 255,760   

 2,551,770 0 
※255,760 

255,760 
※255,760 

2,296,010   

 

③学校債の状況 

学校債の発行なし 
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④寄付金の状況          （単位 千円） 

種    類 寄付金受入額 

特別寄付金 7,026 

福原学園教育支援募金 1,414 

 

⑤補助金の状況                           （単位 千円） 

科目 金額 

国庫補助金 1,535,283 

経常費補助金 432,988 

その他国庫補助金 1,102,294 

地方公共団体補助金 859,272 

経常費補助金（県） 607,595 

その他地方公共団体補助金 251,677 

合  計 2,394,555 

 

⑥収益事業の状況 

該当なし 

 

（３）経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

①経営状況の分析 

経常的な収支である「教育活動収支」は、少子化に伴う学生数の微減により、学生生徒等納

付金収入が減少傾向にある。一方で、人件費や教育研究経費（ＩＣＴ化、施設維持費）などの

固定費負担が大きく、本業の収支をプラスに維持していくための構造改革が必要である。 

②経営上の成果と課題 

経費削減への意識が組織全体に浸透してきた。課題として、収入における学生生徒納付金へ

の依存度が高いため、学生数の減少が財務へ与える影響が大きくなる。よって手数料収入や受

託研究、寄付金など「外部資金」の獲得が取り組むべき課題である。 

③今後の方針・対応方策 

第４次中期経営計画に沿った、今後の中長期的な方向性は『持続可能な財務基盤』の構築で

ある。教育の質を落とさずに、業務の効率化を進め、学生数が減少しても黒字経営を維持でき

る財務構造へシフトしなければならない。 
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令和７年度事業報告書 

附属明細書 

（事業年度令和７年４月１日～令和８年３月３１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校法人 福 原 学 園 

 



 

１．事業報告書の内容を補足する重要な事項                                              

  特になし 


